
 

請    書 

契 約 番 号  

案 件 名  

   品  名  ・  規  格 
数 量    

単 位 
単   価 金   額 

                               

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   契  約  金  額 

             億         万          円 

             

     （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額                       円 ） 

納 入 場 所         

納 入 期 限                年     月     日 

契 約 保 証 金 免除（大牟田市契約規則第 23 条の 2 第 号の規定による） 

 大牟田市契約規則等を遵守し、上記の物件について、裏面の条項の定めるところにより確実に

履行することを誓約してお請けします。 

 

 

   令和   年   月   日 

 

大牟田市長  様 

 

          住  所 

 

          商号又は名称 

                                       印 

代表者名 

                                                          



 
 

 
１ 私の責任において契約を解除されたときは、契約金額の１０パーセントに相当する額を違約金 
 として納付します。 
２ 私の責任において納期の遅延をしたときは、遅滞損害金として遅延日数に応じ、１年につき未

納部分の代金の２．５パーセントの金額を納付します。 
３ 私がこの契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、契約金額の２０パーセントに相

当する額を違約金として大牟田市に納付します。 
（１）公正取引委員会が、私に私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律

第５４号）第３条の規定に違反する行為（私を構成事業者とする事業者団体の同法第８条第

１号の規定に違反する行為を含む。以下「独占禁止法違反」という。）があったとして同法第

４９条に規定する排除命令を行い、かつ、当該排除命令が確定したとき。 
（２）公正取引委員会が、私に独占禁止法違反があったとして同法第６２条第１項に規定する課徴

金の納付を命じ、かつ、当該納付命令が確定したとき。 

(３) 私又は私の代表者、代理人、使用人その他の従業員が刑法（明治４０年法律第４５号）第

９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確定したとき。 
４ 大牟田市に生じた実際の損害額が第１項及び第３項に定める金額を超える場合において、大牟

田市が当該超える金額を併せて請求することについて異議ありません。 

５ 私が次の各号のいずれかに該当する旨、大牟田警察署から大牟田市に対し通知があったとき

は、契約を解除されても異議ありません。この場合において、解除により私に損害があっても、

大牟田市にその損害の賠償を求めず、かつ、契約金額の１０パーセントに相当する額を違約金と

して大牟田市に納付します。 
（１）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下

「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が事業主又は役員に就

任している法人等であるとき。 

（２）暴力団員が実質的に運営している法人等であるとき。 

（３）暴力団員であることを知りながら当該暴力団員を雇用し、又は使用しているとき。 

（４）契約の相手方が暴力団員であることを知りながら当該暴力団員と商取引に係る契約を締結し

ているとき。 

（５）暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員に対して経済

上の利益又は便宜を供与しているとき。 

（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有しているとき。 

６ 前項各号に該当する事由の有無の確認のため、役員名簿等の提出を求められたときは、速や

かに提出します。 
 

 
 


